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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

第３四半期累計期間
第84期

第３四半期累計期間
第83期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 8,682,784 8,912,681 11,863,365

経常利益 （千円） 3,313,547 2,870,533 3,831,312

四半期（当期）純利益 （千円） 2,192,288 1,674,126 2,470,933

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 4,449,844 4,449,844 4,449,844

発行済株式総数 （株） 22,547,140 22,547,140 22,547,140

純資産額 （千円） 30,412,420 31,023,406 30,990,315

総資産額 （千円） 33,280,192 33,220,853 34,752,639

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 97.89 74.75 110.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 19.00 20.00 40.00

自己資本比率 （％） 91.4 93.4 89.2

 

回次
第83期

第３四半期会計期間
第84期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 39.87 10.76

（注）１　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や業況判断は一部に慎重さがみられるものの緩やかな回

復基調が続いております。内閣府の月例経済報告（平成27年11月～平成28年１月公表）に拠れば、企業業況、雇用

情勢ともに改善傾向の報告がされており、第３次安倍改造内閣において大筋合意に至った総合的なTPP（環太平洋

戦略的経済連携協定）関連政策や一億総活躍社会の実現に向けた政策など日本再興戦略が注目されております。国

際情勢ではアメリカの金融政策正常化や原油価格の下落等が進む中、中国を始めとするアジアや新興国などの景気

が下振れをし、国内景気への影響に懸念も出始め、金融資本市場の変動への影響も留意が必要となっております。

デフレ脱却を確実なものとし、国内景気の加速に向けた改善が求められる状況となっております。

 

 

　当社では、経営方針として、「長期的に持続的成長をする企業」を掲げております。このビジョンの実現に向け

て、2014年度を起点とする中期経営計画に基づき、既存事業の育成と新規事業推進による新たな価値の創出を目指

しております。さらなる成長及び業績向上を推進すべく、「臨床診断薬」、「産業検査薬」、「医薬」、「化粧

品」の各事業内それぞれの成長領域へ集中的に経営資源を配分するとともに、重要課題への取り組みを進めまし

た。

 

＜各事業における共通戦略の推進＞

　・成長分野における新技術開発のための開発的投資（資本参加などのM&A・提携・委託）

　・事業領域拡大のための戦略的投資（市場開拓・製品及びサービス開発）

　・事業基盤強化のための積極的投資（業務品質向上への取り組み）

 

 

　このような状況のもと、当第３四半期累計期間の売上高は前年同四半期に比べ２億29百万円（2.6％）増加し、

89億12百万円となりました。利益面におきましては、営業利益は前年同四半期に比べ73百万円（5.2％）増加し15

億２百万円、経常利益は投資有価証券売却益の減少などにより前年同四半期に比べ４億43百万円（13.4％）減少し

28億70百万円、四半期純利益は前年同四半期に比べ５億18百万円（23.6％）減少し16億74百万円となりました。

 

 

　当第３四半期累計期間における各セグメント別の状況は、概ね次のとおりです。
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＜臨床診断薬事業＞

　売上高は、前年同四半期に比べ69百万円（1.8％）増加し38億62百万円、営業利益は前年同四半期に比べ23百万

円（2.8％）減少し８億40百万円となりました。

　当事業においては、「感染症管理や精度管理の水準向上に貢献すべく、基幹病院や検査センターで競合他社に勝

る存在価値の向上を実現する」との戦略目標を掲げ、当社の強みを前面に押し出した戦略を推進しております。全

国規模によるKAM（重要顧客管理：Key Account Management）の取り組みを展開し、ナショナルセンター・病院、

大学機関、検査センターなどにおけるニーズを分析・精査し、CRM（顧客関係構築：Customer Relationship

Management）に基づいた営業活動を行っております。厚生労働省に拠る平成27年冬季における新規遺伝子型ノロウ

イルス（GII.17）の流行の警鐘通達の背景もあり、自動遺伝子検査装置（※東ソー株式会社　TRCReady®-80）や関

連試薬が堅調に推移するとともに、微生物学的診断用薬分野ではβ－Ｄグルカン試薬群が当第３四半期累計期間に

おける昨年対比にて31％増になる等、好調な販売推移となりました。個別の大学機関との臨床微生物分野に関する

委託研究においても、継続して連携強化を図っております。12月には国内における感染症研究の主要機関の長崎大

学と「深在性真菌症診断研究会」を共催し、血清診断における取り組みについて交流等を実施いたしました。

　なお、本事業においては、11月より自動遺伝子検査装置（※東ソー株式会社　TRCReady®-80）用ノロウイルス

RNA検出試薬（※東ソー株式会社　ノロウイルスRNA検出試薬 TRCReady® NV）の販売を開始いたしました。

 

 

＜産業検査薬事業＞

　売上高は、前年同四半期に比べ１億16百万円（5.6％）増加し22億17百万円、営業利益は前年同四半期に比べ42

百万円（6.9％）増加し６億53百万円となりました。

　当事業においては、「微生物検査や食品安全検査を実施する大手顧客企業の衛生管理上の問題を解決する提案活

動を通じて、顧客企業の競争力の向上に貢献する企業との評価を確立する」との戦略目標を掲げ、微生物検査のパ

イオニアとしての存在価値の向上を図っております。微生物検査分野では生培地（ニッスイプレート・ニッスイ分

画プレート、試験管生培地等）や菌数測定用簡易培地コンパクトドライが当第３四半期累計期間における昨年対比

で15％増の伸長となり、概ね計画通りの販売推移となりました。DAC（国内大規模グループ企業：Domestic

Affiliated Company）プロジェクトチームによる国内グループ形成企業への製品・検査法の導入提案は、日本水産

株式会社グループにおいては菌数測定用簡易培地コンパクトドライに続き、ATP（清浄度迅速検査法）測定装置の

導入提案、また国内グループ形成企業においては食品衛生検査の向上に培地利用の統一化を推し進めております。

顧客企業とのパートナーシップ強化、新規顧客に向けた微生物検査や食品安全検査の啓発及び検査精度の向上を目

的として、各種サーベイやセミナーの開催を企画・実施いたしました。

　海外の事業領域拡大を目指し、アジア・オセアニア地域において現地企業法人との菌数測定用簡易培地コンパク

トドライの海外販売契約や、NGLC（日本水産株式会社グループの重要戦略の審議・決議機関：Nissui Global

Links Conference）を軸に、実務レベルの協議を継続して行っております。

 

 

＜医薬事業＞

　売上高は、前年同四半期に比べ９百万円（0.5％）増加し21億43百万円、営業利益は前年同四半期に比べ１億49

百万円（48.0％）増加し４億61百万円となりました。

　当事業においては、直販営業ルートの強化に向けてプロダクト別プロモーター制によるOTC医薬品・健康食品群

の主力製品の販売を強化し、新規ルート開拓に向けて独自原料を活用した販売ルート開拓、また弊社の強みである

肝臓加水分解物の科学的エビデンス取得に取り組んでおります。直販営業ルートの健康未来創造研究会への新規入

会店は、当期も堅調に推移し約100店増となりました。「コンクレバン」、「日水清心丸」、「ルミンA」、「シー

アルパ100」等の主要製品における高配荷への施策強化とともに、地域別の流通戦略としてエリア中核店舗の新規

開拓も推し進めております。製商品直販以外の医薬ソリューション営業では、肝臓加水分解物原料やＥＰＡ（エイ

コサペンタエン酸）等の原料ビジネスにおいてプライベートブランド開発の導入提案、昨年４月から施行した「機

能性表示食品制度」に合わせ、臨床試験や研究レビュー（システマティックレビュー）等の科学的根拠を有する機

能性関与成分の調査、およびその成分を用いた機能性表示食品の製品化を進めております。
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＜化粧品事業＞

　売上高は、前年同四半期に比べ33百万円（5.1％）増加し６億88百万円、営業利益は前年同四半期に比べ１百万

円（1.0％）増加し１億69百万円となりました。

　当事業においては、既存主力製品の立て直しを図るとともに、海洋資源由来の天然素材を用いたスキンケア製品

等の開発を推進し、敏感肌向け化粧品としてのブランド再建を目指しております。お取扱店の販売推奨によりハン

ドケア・ボディケア関連の製品群の売上が、概ね計画通りの販売推移となりました。昨年１月からの新製品「オレ

ンジラフィー油」を配合したスペシャルケア製品（フェイス＆ボディオイル）「リスブラン　ナチュラルスキンオ

イル」をはじめ、紫外線対策やスキンケアのメークアップシリーズ製品、「ノンEシリーズ　クリーム」、「カル

シウムライン　クレンジングクリーム」など保湿・保護など季節トレンドに通じた製品が好調となりました。ま

た、当上期における北京同仁堂香港薬業管理有限公司を通じた「T-mall（天猫）」オンラインサイト販売に引き続

き、海外市場における実店舗販売に向けた協議も引き続き進めております。日本水産株式会社とのコラボレーショ

ンにおいては、海洋由来成分原料の「オレンジラフィー油」をベースとした製品群でグループシナジーの強化を

図っております。

　なお、本事業においては、10月より海洋資源由来の天然オイル「オレンジラフィー油」を配合した高保湿クリー

ムの基礎化粧品「メールエクラ　モイストハンドクリーム」（ドラッグストアチャネル向け）、11月より海洋資源

由来の天然オイル「オレンジラフィー油」を配合した高保湿クリームの基礎化粧品「リスブラン　エンリッチモイ

ストクリーム」（化粧品店舗チャネル向け）、12月より栄養機能食品としてn－３系脂肪酸を主成分にEPA・DHA・

アスタキサンチン・オリーブ葉抽出液等の栄養素を配合した健康食品（EPA・DHA含有精製魚油加工食品）「ダーマ

サポート」を発売いたしました。

 

　なお、上記は各事業に配賦できない支援部門に係る費用等６億23百万円が控除されておりません。

 

 

＜研究及び開発関連、その他＞

　「事業企画推進室」では、将来性のある基盤技術獲得のためのオープンイノベーション推進と再生医療分野の新

規事業化に向けた製品開発や販路の探索・獲得を専門的に取り組んでおります。国内では外部企業との連携や大学

等との共同研究に関するアライアンスやコア事業強化に向けたM&A・事業提携先の調査等を、海外では成長基盤を

拡げるべく事業の加速に向けたグローバル戦略を企画推進しております。

産業検査薬事業の海外戦略では、北米地域で菌数測定用簡易培地コンパクトドライ主要製品において、当上期

のTC、EC、CFに続き新たにYMにて米国の認証機関「AOAC International」よりすべての対象食品について拡大承認

を受けました（AOAC-PTM）。また、世界各国の商標登録の手続き及びグローバルロゴデザインを策定しプロダクト

ブランド戦略の強化を図りました。海外における簡易培地の出荷好調に加え、各国の地域特性に応じたコンパクト

ドライ製品による細菌検査法の国際基準に準拠し、さらなるグローバル販売を強化してまいります。

　設備投資では、製品開発・先端技術研究所にて、再生医療関連分野における組織培地の研究開発の強化にむけ

て、弱蛍光を高精度で検出する細胞解析装置セルアナライザー（ハイエンドフローサイトメーター）及び、最新の

デジタル技術とフロー技術によるトリパンブルー染色法を用いた培養細胞などの生死数を自動的に分析する細胞計

数装置セルカウンター（生死細胞オートアナライザー）を刷新いたしました。市場開拓・新製品及びサービス開発

を目指し、さらなる事業領域拡大に向けて取り組みを進めてまいります。

　原材料や資材の調達から製造、流通、販売に至るサプライチェーン最適化を目的とした基幹系システムの販売管

理システム及び生産管理システムの再構築を行いました。SCM（サプライチェーンマネジメント）の業務最適化の

一環として、ワークスタイル改革（労働生産性の向上）やオンデマンド体制強化（高鮮度な供給）の実現を目指し

ております。合わせて、社内事業部門におけるモバイルデバイスを活用したオンライン発注業務システムも刷新い

たしました。顧客ニーズへの迅速なレスポンスによるリードタイム削減、在庫の最適化、コストの最小化などの生

産・販売業務のリソース適正化を図り、ITプラットホーム活用による経営基盤の強化を目指してまいります。

 

 

EDINET提出書類

日水製薬株式会社(E00971)

四半期報告書

 5/18



(2）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ15億31百万円減少し332億20百万円となりました。主

な増加は投資有価証券27億93百万円によるもので、主な減少は現金及び預金20億26百万円、関係会社預け金21億87

百万円によるものです。

　当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ15億64百万円減少し21億97百万円となりました。主な減

少は未払法人税等３億62百万円、流動負債のその他（未払金６億48百万円）、固定負債のその他（繰延税金負債１

億99百万円）によるものです。

　当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ33百万円増加し310億23百万円となりました。

 

　この結果、自己資本比率は93.4％となりました。

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は、４億39百万円であります。その内訳は臨床診断薬事業３億13百万

円、産業検査薬事業75百万円、医薬事業45百万円、化粧品事業４百万円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年２月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,547,140 22,547,140
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数は100株です。

計 22,547,140 22,547,140 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 22,547,140 － 4,449,844 － 5,376,172

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　151,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,368,200 223,682 －

単元未満株式 普通株式　　 27,640 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 22,547,140 － －

総株主の議決権 － 223,682 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が16株および証券保管振替機構名義の株式が43株含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日水製薬株式会社

東京都台東区上野３－23

－９
151,300 － 151,300 0.67

計 － 151,300 － 151,300 0.67

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,045,075 1,018,869

受取手形及び売掛金 3,048,379 3,033,114

有価証券 300,990 －

商品及び製品 1,588,638 1,405,697

仕掛品 378,991 349,799

原材料及び貯蔵品 704,679 780,194

繰延税金資産 199,972 109,200

関係会社預け金 4,819,822 2,632,486

その他 117,710 164,965

貸倒引当金 △34,347 △34,613

流動資産合計 14,169,911 9,459,716

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,943,495 1,901,017

機械装置及び運搬具（純額） 287,919 443,584

土地 2,770,799 2,770,799

建設仮勘定 131,264 14,356

その他（純額） 65,521 194,475

有形固定資産合計 5,198,999 5,324,233

無形固定資産   

ソフトウエア 17,477 76,833

その他 12,569 12,525

無形固定資産合計 30,046 89,358

投資その他の資産   

投資有価証券 15,156,336 17,950,142

繰延税金資産 － 198,213

その他 247,998 247,576

貸倒引当金 △50,653 △48,387

投資その他の資産合計 15,353,681 18,347,545

固定資産合計 20,582,727 23,761,137

資産合計 34,752,639 33,220,853
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,258,935 1,103,511

未払法人税等 492,829 130,154

賞与引当金 201,595 47,757

役員賞与引当金 19,750 9,775

歩戻引当金 9,992 26,243

その他 1,189,988 501,621

流動負債合計 3,173,090 1,819,062

固定負債   

退職給付引当金 2,860 2,281

その他 586,371 376,101

固定負債合計 589,232 378,383

負債合計 3,762,323 2,197,446

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,449,844 4,449,844

資本剰余金 5,378,511 5,378,511

利益剰余金 20,661,124 21,417,017

自己株式 △98,429 △98,724

株主資本合計 30,391,050 31,146,648

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 599,264 △123,242

評価・換算差額等合計 599,264 △123,242

純資産合計 30,990,315 31,023,406

負債純資産合計 34,752,639 33,220,853
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 8,682,784 8,912,681

売上原価 4,292,215 4,318,595

売上総利益 4,390,568 4,594,086

販売費及び一般管理費 2,961,841 3,091,448

営業利益 1,428,727 1,502,637

営業外収益   

受取利息 55,537 34,627

受取配当金 154,180 144,749

投資有価証券売却益 1,627,596 1,157,958

デリバティブ評価益 24,300 13,308

その他 23,730 19,775

営業外収益合計 1,885,345 1,370,418

営業外費用   

支払利息 70 84

為替差損 452 2,436

その他 1 2

営業外費用合計 524 2,523

経常利益 3,313,547 2,870,533

特別利益   

固定資産売却益 261 14

特別利益合計 261 14

特別損失   

固定資産処分損 8,414 9,787

投資有価証券評価損 53,000 483,880

特別損失合計 61,414 493,667

税引前四半期純利益 3,252,395 2,376,879

法人税、住民税及び事業税 952,306 725,309

法人税等調整額 107,800 △22,555

法人税等合計 1,060,106 702,753

四半期純利益 2,192,288 1,674,126
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 239,430千円 236,825千円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月８日

取締役会
普通株式 425,536 19 平成26年３月31日 平成26年６月４日 利益剰余金

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 425,528 19 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月８日

取締役会
普通株式 470,316 21 平成27年３月31日 平成27年６月４日 利益剰余金

平成27年10月29日

取締役会
普通株式 447,916 20 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 臨床診断薬事業 産業検査薬事業 医薬事業 化粧品事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 3,792,891 2,100,671 2,133,980 655,241 8,682,784

セグメント利益 864,350 611,148 312,080 168,176 1,955,755

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,955,755

全社費用（注） △527,027

四半期損益計算書の営業利益 1,428,727

（注）　全社費用は主に支援部門に係る費用等であります。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 臨床診断薬事業 産業検査薬事業 医薬事業 化粧品事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 3,862,859 2,217,539 2,143,866 688,416 8,912,681

セグメント利益 840,487 653,433 461,912 169,805 2,125,638

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,125,638

全社費用（注） △623,000

四半期損益計算書の営業利益 1,502,637

（注）　全社費用は主に支援部門に係る費用等であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 97円89銭 74円75銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 2,192,288 1,674,126

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 2,192,288 1,674,126

普通株式の期中平均株式数（株） 22,396,389 22,395,866

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

　第84期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当については、平成27年10月29日開催の取締役会に

おいて、平成27年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し配当を

行っております。

①　配当金の総額 447,916千円

②　１株当たりの金額 20円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月５日

日水製薬株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　　村　　俊　　克　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　　葉　　通　　子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日水製薬株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第84期事業年度の第３四半期会計期間(平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日水製薬株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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